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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第70期

第２四半期
連結累計期間

第71期
第２四半期
連結累計期間

第70期

会計期間

自　平成29年
　　１月１日
至　平成29年
　　６月30日

自　平成30年
　　１月１日
至　平成30年
　　６月30日

自　平成29年
　　１月１日
至　平成29年
　　12月31日

売上高 （千円） 2,606,962 3,532,532 5,863,591

経常利益 （千円） 35,131 241,961 226,349

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 16,997 109,838 110,709

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △5,902 107,691 181,012

純資産額 （千円） 1,458,499 1,728,247 1,645,310

総資産額 （千円） 7,057,116 7,675,777 6,999,977

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 13.73 88.75 89.45

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 15.5 16.6 17.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △10,439 57,583 141,650

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △50,416 △56,896 △66,870

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 537,161 556,855 △234,117

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 2,293,976 2,208,864 1,660,130

 

回次
第70期

第２四半期
連結会計期間

第71期
第２四半期
連結会計期間

会計期間

自　平成29年
４月１日

至　平成29年
６月30日

自　平成30年
４月１日

至　平成30年
６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 26.26 50.16

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等を含めておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．当社は、平成29年７月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前連結会計

年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益金額を算定しております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。
 

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の各種政策により企業収益、雇用・所得環境の改善が進

み、個人消費にも回復の動きが見られ、国内景気は緩やかな回復基調が続いております。しかしながら、海外の政

治情勢の不安定さ、米国の貿易政策動向等が海外経済に与える影響を予測することは難しく、景気の先行きは依然

として不透明な状況が続いております。

この様な経済情勢のもと、当社グループでは固定費の抑制、コストの低減を進め、収益力の強化に取り組む一方

新製品の開発に努め、業績の伸長と経営基盤の確立をめざしてまいりました。

当第２四半期連結累計期間の売上高は3,532百万円（前年同四半期比 35.5％増）となりました。

地域別の内訳を示しますと、日本国内では2,788百万円、アジアでは431百万円、欧州では298百万円、その他地

域では15百万円となりました。国内の売上は半導体装置用電子機器の売上が堅調に推移したことから前年同四半期

比で増加し、海外の売上は電流センサーの売上が堅調に推移したことから前年同四半期比で増加しております。

また、営業利益は246百万円（前年同四半期は営業利益50百万円）、経常利益は241百万円（前年同四半期は経常

利益35百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は109百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期

純利益16百万円）となりました。

　セグメントの業績につきましては、当社グループは電子部品の単一セグメントであるため、記載を省略していま

す。

 

(2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における連結総資産は、前連結会計年度末と比較して675百万円増加し、7,675百万

円となりました。変動の主なものは、現金及び預金の560百万円の増加、受取手形及び売掛金の118百万円の増加で

あります。

負債は前連結会計年度末と比較して592百万円増加し、5,947百万円となりました。変動の主なものは、短期借入

金の75百万円の増加、長期借入金の568百万円の増加であります。

　純資産は前連結会計年度末と比較して82百万円増加し、1,728百万円となりました。変動の主なものは、利益剰

余金の85百万円の増加であります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは57百万円となりました。これは主とし

て税金等調整前四半期純利益が235百万円、減価償却費が65百万円となったこと、退職給付に係る負債の減少△42

百万円、売上債権の増加△218百万円、たな卸資産の増加△41百万円によるものであります。投資活動による

キャッシュ・フローは有形固定資産の取得による支出△42百万円、定期預金の預入による支出△101百万円、定期

預金の払戻による収入87百万円が主なもので、△56百万円となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは長

期借入れによる収入1,210百万円、長期借入金の返済による支出△522百万円、社債の償還による支出△52百万円が

主なもので、556百万円となりました。これらの結果、当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高

は2,208百万円となりました。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(5）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は160百万円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,000,000

計 2,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年８月14日）

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 1,240,000 1,240,000 東京証券取引所（市場第二部） 単元株式数100株

計 1,240,000 1,240,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年４月１日～

平成30年６月30日
－ 1,240,000 － 724,400 － 131,450
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（６）【大株主の状況】

  （平成30年６月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

木村　準 東京都品川区 176 14.23

今井　芳範 富山県富山市 45 3.64

㈱ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６－１ 42 3.42

㈱富山銀行 富山県高岡市守山町22 38 3.06

㈱北陸銀行 富山県富山市堤町通り１丁目２－26 37 3.05

日本抵抗器関連会社従業員持株会 東京都品川区南大井３丁目６－20 34 2.79

ＢＮＹ　ＦＯＲ　ＧＣＭ　ＣＬＩＥ

ＮＴ　ＡＣＣＯＵＮＴＳ　（Ｅ）　

ＢＤ

（常任代理人　㈱三菱ＵＦＪ銀行）

 

ＴＡＵＮＵＳＡＮＬＡＧＥ　12，　

60325　ＦＲＡＮＫＦＵＲＴ，　ＡＭ　

ＭＡＩＮ　ＧＥＲＭＡＮＹ

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１　

決済事業部）

23 1.87

楽天証券㈱ 東京都世田谷区玉川１丁目14－１ 22 1.81

日本抵抗器取引先持株会 東京都品川区南大井３丁目６－20 21 1.77

日抵従業員持株会 富山県南砺市北野2315番地 18 1.52

計  460 37.17
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（平成30年６月30日現在）
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

 

完全議決権株式（自己株式等）

 

（自己保有株式）

　普通株式        2,300
― ―

完全議決権株式（その他）
　普通株式

1,231,400

 

12,314
―

単元未満株式
　普通株式

6,300
―

100株（１単元）未満の

株式である。

発行済株式総数 1,240,000 ― ―

総株主の議決権 ― 12,314 ―

（注）１．「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式42株が含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が100株が含ま

れております。また、「完全議決権株式（その他）」の「議決権の数」欄には、この株式に係る議決権の数

１個が含まれております。

 

②【自己株式等】

（平成30年６月30日現在）
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数

（株）

他人名義所有
株式数

（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱日本抵抗器製作所
富山県南砺市北野2315番

地
2,300 － 2,300 0.19

計 ― 2,300 － 2,300 0.19

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

 

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社日本抵抗器製作所(E01906)

四半期報告書

 6/17



第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,905,396 2,466,067

受取手形及び売掛金 ※２ 1,324,567 ※２ 1,443,548

電子記録債権 518,890 604,348

商品及び製品 152,592 183,193

仕掛品 47,610 50,207

原材料及び貯蔵品 992,654 988,979

未収入金 167,853 118,012

繰延税金資産 43,082 45,865

その他 24,258 24,474

貸倒引当金 △1,005 △3,173

流動資産合計 5,175,897 5,921,520

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,617,049 1,615,497

機械装置及び運搬具 1,429,253 1,338,921

工具、器具及び備品 1,141,834 1,132,602

土地 301,068 301,067

リース資産 176,636 160,151

減価償却累計額 △3,402,523 △3,326,068

有形固定資産合計 1,263,317 1,222,170

無形固定資産 11,179 11,616

投資その他の資産   

投資有価証券 302,258 270,434

長期貸付金 215 215

繰延税金資産 113,803 115,447

その他 128,089 130,620

貸倒引当金 △7,243 △7,243

投資その他の資産合計 537,122 509,473

固定資産合計 1,811,618 1,743,259

繰延資産 12,462 10,998

資産合計 6,999,977 7,675,777
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 927,007 896,778

電子記録債務 602,868 627,765

短期借入金 1,331,567 1,406,742

1年内償還予定の社債 105,000 105,000

リース債務 18,982 17,526

未払法人税等 48,893 76,496

受注損失引当金 4,377 2,769

その他 161,329 216,664

流動負債合計 3,200,023 3,349,740

固定負債   

社債 470,000 417,500

長期借入金 1,050,750 1,619,170

リース債務 46,441 37,807

繰延税金負債 12,554 12,290

退職給付に係る負債 468,998 426,435

その他 105,901 84,588

固定負債合計 2,154,644 2,597,790

負債合計 5,354,667 5,947,530

純資産の部   

株主資本   

資本金 724,400 724,400

資本剰余金 131,450 131,450

利益剰余金 189,772 274,857

自己株式 △3,497 △3,497

株主資本合計 1,042,125 1,127,209

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 60,756 51,614

為替換算調整勘定 116,740 95,338

その他の包括利益累計額合計 177,496 146,952

非支配株主持分 425,689 454,086

純資産合計 1,645,310 1,728,247

負債純資産合計 6,999,977 7,675,777
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 2,606,962 3,532,532

売上原価 1,990,832 2,645,540

売上総利益 616,130 886,992

販売費及び一般管理費 ※ 565,782 ※ 640,118

営業利益 50,348 246,874

営業外収益   

受取利息 1,761 1,362

受取配当金 3,864 3,787

不動産賃貸料 18,221 18,767

その他 4,358 6,596

営業外収益合計 28,204 30,512

営業外費用   

支払利息及び手形売却損 19,677 18,392

賃貸資産減価償却費等 7,852 7,424

為替差損 13,027 4,098

その他 2,865 5,511

営業外費用合計 43,421 35,425

経常利益 35,131 241,961

特別損失   

固定資産除却損 13 106

固定資産売却損 － 5,967

特別損失合計 13 6,073

税金等調整前四半期純利益 35,118 235,888

法人税、住民税及び事業税 19,496 72,439

法人税等調整額 4,987 5,310

法人税等合計 24,483 77,749

四半期純利益 10,635 158,139

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△6,362 48,301

親会社株主に帰属する四半期純利益 16,997 109,838
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純利益 10,635 158,139

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △4,037 △21,366

為替換算調整勘定 △12,500 △29,082

その他の包括利益合計 △16,537 △50,448

四半期包括利益 △5,902 107,691

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 938 79,292

非支配株主に係る四半期包括利益 △6,840 28,399
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 35,118 235,888

減価償却費 65,445 65,015

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △104,522 △42,563

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,491 2,168

受注損失引当金の増減額（△は減少） △2,374 △1,608

受取利息及び受取配当金 △5,625 △5,149

支払利息及び手形売却損 19,677 18,392

為替差損益（△は益） － 2,668

固定資産売却損益（△は益） － 5,967

有形固定資産除却損 13 106

売上債権の増減額（△は増加） △74,679 △218,445

たな卸資産の増減額（△は増加） △78,262 △41,838

仕入債務の増減額（△は減少） 68,411 10,277

未払消費税等の増減額（△は減少） △4,066 11,626

その他 107,286 73,504

小計 24,931 116,008

利息及び配当金の受取額 5,625 5,149

利息の支払額 △19,827 △18,743

法人税等の支払額 △21,168 △44,831

営業活動によるキャッシュ・フロー △10,439 57,583

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △49,937 △42,911

無形固定資産の取得による支出 △4,198 △1,541

有形固定資産の売却による収入 － 1,671

投資有価証券の取得による支出 △328 △379

投資有価証券の売却による収入 1,300 －

貸付けによる支出 △100 －

貸付金の回収による収入 186 －

定期預金の預入による支出 △98,539 △101,436

定期預金の払戻による収入 101,200 87,700

投資活動によるキャッシュ・フロー △50,416 △56,896

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △53,420 △43,330

長期借入れによる収入 730,000 1,210,000

長期借入金の返済による支出 △494,973 △522,715

社債の発行による収入 400,000 －

社債の償還による支出 △22,500 △52,500

自己株式の取得による支出 △77 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △9,491 △9,847

配当金の支払額 △12,378 △24,753

財務活動によるキャッシュ・フロー 537,161 556,855

現金及び現金同等物に係る換算差額 △701 △8,808

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 475,605 548,734

現金及び現金同等物の期首残高 1,818,371 1,660,130

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,293,976 ※ 2,208,864
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　受取手形及び電子記録債権割引高

 
前連結会計年度

（平成29年12月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

受取手形割引高 149,695千円 196,065千円

電子記録債権割引高 16,706 40,000

 

※２　期末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、前連結会計年度末日が金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のと

おりであります。
 

 
前連結会計年度

（平成29年12月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

受取手形割引高 50,506千円 97,993千円
 
 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費の主なもの

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日

　　至 平成29年６月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年１月１日

　　至 平成30年６月30日）

給料手当 223,502千円 220,293千円

退職給付費用 9,406 16,274

減価償却費 13,074 14,468

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年１月１日
至 平成30年６月30日）

現金及び預金 2,582,626千円 2,466,067千円

預入期間が３か月超の定期預金 △288,650 △257,203

現金及び現金同等物 2,293,976 2,208,864
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月30日

定時株主総会
普通株式 12,378 1  平成28年12月31日  平成29年３月31日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年６月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年３月29日

定時株主総会
普通株式 24,753 20  平成29年12月31日  平成30年３月30日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループ(当社及び連結子会社)は、電子部品の製造・販売及び付帯業務の単一事業であります。従いまして、

開示対象となるセグメントはありませんので記載を省略しています。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 13円73銭 88円75銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
16,997 109,838

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
16,997 109,838

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,238 1,238

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、平成29年７月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前連結会計年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

 平成30年８月10日  
 

株式会社日本抵抗器製作所
 

取締役会　御中  

 

仰星監査法人

指定社員
業務執行社員 公認会計士 塚崎　俊博　　印

  

指定社員
業務執行社員 公認会計士 許　　仁九　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本抵

抗器製作所の平成30年１月１日から平成30年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30年４月１日

から平成30年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本抵抗器製作所及び連結子会社の平成30年６月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管している。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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